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第１章 計画の基本的事項 
 

１．計画策定の背景と目的 

障害のある人をめぐる状況は、当事者の高齢化や障害の重度化・重複化とともに、その家

族介護者の高齢化の進行が顕著となってきており、生活支援のための障害福祉サービスの一

層の充実が求められてきました。 

こうした中、平成15 年に「支援費制度」が導入され、従来の「措置制度」とは異なり、

利用者自らが必要とするサービスを選択し、事業者との契約によりサービスを受けられると

いう、障害福祉施策としては画期的な改革が行われました。 

しかし、制度導入後、サービス利用が急増する中で、財政的な問題が顕在化し、サービス

基盤整備の地域格差の問題や精神障害のある人がサービス対象外となっている問題などと

も併せて制度見直しが進められ、障害種を越えて必要なサービスを効率的に提供できるよう

な制度改革を進める「障害者自立支援法」が平成17年10月に成立し、平成18年10月から

本格的な施行（一部は4月から施行）となっています。 

また、この法律に基づく新体系サービスへの移行を円滑かつ計画的に進めるため、サービ

ス提供基盤整備に係る「障害福祉計画」の策定が義務化されました。 

この「からつ自立支援プラン」は、こうした背景から、障害者自立支援法の趣旨をふまえ、

本市における今後の新体系サービスの提供基盤整備の目標やその確保に関する基本的事項

を定めるものです。 
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２ ．計画の位置づけと期間 

（１）計画の法定根拠と障害者基本計画との関係 

この計画は、障害者自立支援法に基づく法定計画であり、「唐津市総合計画」の個別計画

の一つである「唐津市障害者基本計画」（平成19年度から平成28年度までの10か年計画）

の施策のうち、難病患者や発達障害のある人（児）等を除く身体障害、知的障害、精神障害

のある人の生活支援にかかわる具体的なサービス提供基盤の整備について定めるものです。 

なお、障害福祉計画の策定に関して検討すべき事項（計画に盛り込むべき事項）ついては、

国の「基本方針」の中で次のように提示されています。 

     

１ 各年度における障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な量の見込み

及びその見込み量の確保のための方策 

（１）各年度における指定福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込み量 

（２）障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込み量の確保のための

方策 

２ 市町村の地域生活支援事業の実施に関する事項 

○ 実施する事業の内容 

○ 各年度における事業の種類ごとの量の見込み 

○ 各事業の見込み量の確保のための方策 

○ その他実施に必要な事項 

「計画策定に関する国の基本指針」より 
 

上記をふまえ、現段階で「唐津市障害者基本計画」との関係を示すと、次のとおりとなり

ます。 
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図表 1 からつ自立支援プラン（障害福祉計画）と唐津市障害者基本計画との関係 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜総論＞ 

第１章 計画の背景と趣旨 

○ 計画策定の背景と目的 

○ 計画の位置づけと期間 

○ 計画の対象者と用語の使い方 

○ 計画策定の基本視点 

第２章 障害者施策の動向 

○ 障害者施策をめぐる改革の流れ 

○ 障害者自立支援法による改革の方向

性 

第３章 障害のある人をめぐる現状と問題点 

○ 障害のある人の動向 

○ 支援費制度の利用状況 

○ 唐津市の福祉環境の状況 

○ アンケート調査結果にみる障害のあ

る人の生活実態とニーズ 

第４章 計画の重点課題 

第５章 計画の基本方向 

○ 基本目標 

○ 施策推進の基本方針 

○ 施策の体系 

第６章 重点プロジェクトの推進 

  ○ 自立を支える基盤づくりのために 

  ○ 思いやりによる社会参加の環境づく

りのために 

＜各論＞ 

第１章 ふれあいと交流を通じ「市民のきず

な」を強める 

第２章 住み慣れた地域での自立した生活を

支える 

第３章 生きがいのある充実した生き方を支

援する 

第４章 だれにもやさしい安全･安心の生活環

境を共に創る 

第５章 相談・情報提供体制と総合的支援の仕

組みづくり 

第６章 計画の推進体制 

唐津市障害者基本計画の検討事項 

からつ自立支援プラン（障害福祉計画）の検討事項

第１章 計画の基本的事項 

○ 計画策定の背景と目的 

○ 計画の位置づけと期間 

○ 計画の対象者と用語の使い方 

第２章 障害者自立支援法による制度改革 

○ 障害者自立支援法の成立の背景とめざ

す方向 

○ 障害者自立支援法の全体像と主な改正

点 

○ サービスの利用方法と流れ 

第３章 障害のある人をめぐる現状と問題点 

○ 障害のある人の動向 

○ 支援費制度の利用状況 

○ アンケート調査結果にみる障害のある

人のサービス利用ニーズ 

第４章 計画の基本課題 

第５章 平成 23年度に向けた整備目標 
○ 障害福祉サービスの整備目標設定の基

本的考え方 

○ 平成 23年度における本市の障害福祉サ
ービスの整備目標 

第６章 自立支援給付のサービス見込みと確保

方策 

○ 基本的考え方 

○ 第１期におけるサービスの目標量 

○ サービス確保のための方策 

第７章 地域生活支援事業の整備 

○ 第１期における事業内容 

○ 地域生活支援事業の実施のための方策

第８章 計画の推進 

○ 制度の普及啓発 

○ 人材の養成確保と資質向上 
○ 関係機関等の連携強化 

○ 計画の適切な進行管理 
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（２）計画の期間 

第１期となる本計画の計画期間は、平成20年度（2008年度）までとします。 

図表 2 からつ自立支援プラン（障害福祉計画）の期間 

18年度 

(2006) 

19年度 

(2007) 

20年度 

(2008) 

21年度 

(2009) 

22年度 

(2010) 

23年度 

(2011) 

 

10月  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の対象者と用語の使い方 

この計画は、障害者自立支援法に定める身体障害、知的障害、精神障害のある人を対象と

します。 

なお、この計画では、年齢別の表現が必要である場合や法律上の名称などの場合を除き、

計画対象者を総称して「障害のある人」という表現で統一しています。 

見直し 見直し 

第1期計画 第２期計画 
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第２章 障害者自立支援法による制度改革 
 

１．障害者自立支援法の成立の背景とめざす方向 

平成15年４月に施行となった「障害者支援費制度」は、居宅サービスの利用者を中心に

制度開始時から急増しました。また、サービスの提供やその水準についても、精神障害のあ

る人が含まれないなど障害種による格差のほか、地域間でもサービス提供基盤の格差が生じ

るなどの問題が顕在化してきました。 

こうした中、サービス利用が引き続き増加することが見込まれ、サービス提供量や財源の

不足など、制度の持続的かつ健全な運営が懸念されてきたことから、平成16年10月に「障

害保健福祉施策に関する改革のグランドデザイン」（厚生労働省社会保障審議会障害者部会）

が提起されました。 

こうした背景から、障害のある人が身近な地域で自立して暮らせる社会の実現を目指し、

平成17年10月に「障害者自立支援法」が制定されました。 

そして障害者自立支援法が平成18年４月１日から施行され、障害程度区分認定などの準

備作業が進められてきました。 

今回の障害者自立支援法成立までの過程は、平成16年10月に示された、基本構想となる

「障害保健福祉改革のグランドデザイン」から法案可決まで１年、施行までわずか１年半と

いう異例の速さとなっています。平成15年度の支援費制度では構想から施行まで５年余り

をかけられたことからみても異例といえます。 

こうした過程で成立した障害者自立支援法の目的を整理すると、概ね次の４点に集約され

ます。 

① 障害福祉の一元化 

障害種間のサービス格差が顕著になったため、障害種ごとの法律に基づく縦割りのサー

ビス体系から「目的や機能に着目した」サービス体系に再編することで、障害種別間の格

差の解消を図るとともに、サービスの提供主体を可能な限り市町村に移し、障害福祉のサ

ービス資源を有効に利用できるようにする。 

② 「就労」支援策の強化 

就労を希望する障害のある人が地域で自立した生活を送ることができるよう、その地域

生活支援とともに就労支援の強化を基本に制度体系を再編する。 
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③ 財政負担の確保と利用者負担の見直し 

制度運営を支えるため、国や都道府県の財政責任を明確化するとともに、「応益負担」

を原則に利用者負担を見直す。 

④ サービス給付の透明化・公平化と計画の法定化 

サービスの給付について、利用手続きの透明化と公正化を図るとともに、全国一律のサ

ービス提供を保障し地域間格差を是正するために地方公共団体に障害福祉計画の策定を

義務づける。 

 

以上をふまえ、障害者自立支援法による制度改革のポイントは、次の５点に整理されます。 

 

図表 3 障害者自立支援法による制度改革の５つのポイント 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜ポイント１＞ 

障害福祉サービスの一元化 
○ 障害の種別や年齢によって複雑に組み合わされてい

た制度を、共通の制度に一元化 

○ 福祉サービスの提供主体を市に一元化 

＜ポイント２＞ 

施設・事業体系の再編と 

サービスの計画的な整備 

○ 既存のサービス体系を、機能に着目して再編 

○ 地域生活支援、就労支援のための事業や重度障害者

を対象としたサービスを創設 

○ 計画的なサービス整備のための「障害福祉計画」策

定の法定化 

＜ポイント３＞ 

就労支援の抜本的強化 
○「施設での就労から企業等での就労への移行促進」の

ための新たな就労支援事業の創設 

○ 雇用施策との連携の強化による就労支援の推進 

＜ポイント４＞ 

支給決定のしくみの透明

化・明確化 

○ 支援の必要性に関する客観的な尺度としての障害程

度区分の導入 

○ 審査会の設置とケアマネジメントの制度化 

＜ポイント５＞ 

安定的な財源の確保 

○ 国の費用負担責任の強化 

○ 利用量・所得に応じた負担への利用者負担の見直し

○ 公費負担医療制度の「自立支援医療費制度」への移

行と利用者負担の見直し 



 

7 

２．障害者自立支援法の全体像と主な改正点 

障害者自立支援法による制度改革の基本視点としては、大きく次の３点が掲げられていま

す。 

図表 4 障害者自立支援法による制度改革の基本視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①障害保健福祉の総合化

●市中心の一元的体制 
●地域福祉の実現 

②自立支援型システムへの転換
●保護から自立支援へ 
●自己実現・社会貢献 

③制度の持続可能性の確保

●給付の重点化・公平化 
●制度の効率化・透明化 

障害のある人を支える制度が

国民の信頼を得て安定的に運

営できるよう、より公平で効率

的な制度づくり 

障害のある人が就労

を含めて、その人らし

く自立して地域で暮

らし、地域社会に貢献

できる仕組みづくり 

年齢や障害種別等にかかわり

なく、身近で必要なサービスを

受けながら暮らせる地域づくり
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Ａ 自立支援給付

障 
害 
の 
あ 
る 
人

２ 訓練等給付  

(11)自立訓練（機能訓練） 
(12)自立訓練（生活訓練） 
(13)就労移行支援 
(14)就労継続支援（A型） 
(15)就労継続支援（B型） 
(16)共同生活援助（グループホーム） 

３ 自立支援医療  

(17)（旧）更生医療 
(18)（旧）育成医療※ 
(19)（旧）精神通院公費※ 
※実施主体は都道府県 

４ 補装具  

(20)補装具費の支給 

Ｂ 地域生活支援事業

(21)相談支援          (22)コミュニケーション支援 
(23)日常生活用具の給付・貸与  (24)移動支援 
(25)地域活動支援センター    (26)その他、任意事業 

都道府県 
(27)専門性の高い相談支援         (28)その他広域的事業 
(29)サービス・相談支援者、指導者の育成  （30)その他事業 
 

市を支援 

※(1)(3)(6)(7)(17)(18)(19)は平成18年４月から実施。その他は平成18年10月から実施。

１ 介護給付  

(1)居宅介護（ホームヘルプ） 
(2)重度訪問介護 
(3)行動援護 
(4)生活介護 
(5)療養介護 
(6)児童デイサービス 
(7)短期入所（ショートステイ） 
(8)重度障害者等包括支援 
(9)共同生活介護（ケアホーム） 
(10)施設入所支援 

市 

 

この基本視点に立ち、「利用者本位のサービス体系への再編」や「就労支援の抜本的対策

の強化」から、次のような体系をめざすこととしています。 

 

図表 5 障害者自立支援法による改革がめざすサービス体系の全体像 
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また、これを受けて、障害のある人のサービス利用に、次の新たな点が加わりました。 

① 障害程度区分認定の導入と審査会の設置 

サービス利用に際してニーズの基礎となる障害程度をまず認定し、その区分を基礎とし

て給付を組み立てます。公平性を期すため、介護給付の障害程度区分の認定や例外的なサ

ービス給付の審査は審査会が行います。 

② サービスのプログラム化とケアマネジメントの導入 

施設などの訓練等給付は目標を定め、その達成効果で評価されることとなります。また、

在宅サービスにはケアマネジメントが導入され、ケアプランに沿ったサービス提供が行わ

れます。 

③ 利用者負担の定額負担化 

利用者負担では、原則として扶養義務者負担はなくなったが、これまでの応能負担から

サービス経費の１割を負担する「応益負担」となりました。また、福祉サービスを利用す

ると、原則１割の費用を負担しますが、負担が増えすぎないよう上限額が設定されます。 

さらに、所得の低い方は、生活保護水準にならないよう、１か月当たりの負担の上限額

や、食費などの負担がさらに軽減されます。世帯の考え方は、住民基本台帳上の世帯を原

則としますが、税制や健康保険制度などで被扶養者でない場合、障害のある人とその配偶

者（夫婦）を別世帯とすることもできます。 

 

３．サービスの利用方法と流れ 

新制度では、障害のある人の介護ニーズを客観的に判定し、透明で公平な支給決定を実施

するため、「障害程度区分」が設定されます。介護保険の要介護認定の認定調査項目（79項

目）と、行動面・精神面・日常生活面に関する27項目（計106項目）からなる調査項目、

医師の意見書などを審査会で総合的に判定します。 

介護保険では、認定により、個人へのサービス支給の上限額が定まりますが、障害者自立

支援法では、市町村に対する国の負担の基準額が定まるという点で異なります。 

サービス利用時は、市町村へ相談し（「地域生活支援事業」が市町村の必須事業＝相談支

援事業者に委託可能）、地域で生活する上での、就労・教育・福祉サービス利用などの総合

的な相談支援を利用することができます。また、必要に応じて、サービス利用計画を作成し、

継続的な支援を実施します。 
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図表 6 申請からサービス利用までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

相談支援事業者

や市の窓口で受

付けます。 
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第３章 障害のある人をめぐる現状と問題点 
 

１．障害のある人の動向 

（１）障害のある人の総数及び年齢別人数の推移  

身体障害者手帳、療育手帳の所持者数をもとに、本市の障害のある人の人数（障害のある

子どもを含む）をみると、平成１8年３月31日現在で、身体障害が6,602人で総人口の約

５％、知的障害は902人で総人口の0.67％を占めます。 

また、精神障害のある人の人数は、精神障害者保健福祉手帳の所持者でみると、402人（総

人口の0.3％）、通院公費受給者数では、1,046人（総人口の０.78％）という状況です。  

３障害を合わせると、平成18年３月31日現在で，8,550人（精神障害は公費負担受給者

数）となり、総人口の6.4％の人が何らかの障害を有していることになります。 

過去５年ほどの推移をみると、総人口が減少基調で推移する中で、３障害ともに総じて増

加傾向がみられます。 

また、難病患者（特定疾患認定者）数は、平成18年３月31日現在で604人となっていま

す。 

次に、障害のある人の年齢別の人数をみると、身体障害の場合、6,602人（平成18年３

月31日現在）のうち、17歳以下の障害児は85人、18歳以上が6,517人という構成となっ

ており、相対的には18歳以上の人数の伸びが顕著となっています。特に、全体の7割近くま

でを占める65歳以上の高齢障害者数が年々増加し、全体として高齢化の傾向が顕著です。 

このことは、知的障害のある人の場合も同様であり、平成18年現在では17歳以下が141

人（全体の15.6％）、18歳以上が761人（全体の84.4％）という状況であり、とりわけ、

知的障害のある人の10.1％を占める65歳以上の高齢障害者数は、年々増加する傾向にあり、

高齢化が進んでいることが示されます。 

一方、精神障害者保健福祉手帳所持者や通院公費受給者数は、平成18年現在でそれぞれ

402人と1,046人であり、平成15年と比べると手帳所持者では2.04倍、通院公費受給者

では1.12倍となっています。 
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図表 7 身体障害のある人の推移 

 （単位：人）   

区分 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

手帳所持者総数（ａ） 6,551 6,652 6,829 6,650 6,602 

（17歳以下） 84 80 88 95 85 

（18歳～64歳） 2,167 2,195 2,238 1,996 1,976 

（65歳以上） 4,300 4,377 4,503 4,559 4,541 

総人口（b） 136,644 136,045 135,595 134,937 134,343 

対総人口比（ａ/ｂ） 4.79％ 4.89％ 5.04％ 4.93％ 4.91％ 

 

 

図表 8 知的障害のある人の推移 

（単位：人）    

区分 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

手帳所持者総数（ａ） 862 877 900 902 

（17歳以下） 141 153 140 141 

（18歳～64歳） 633 632 667 670 

（65歳以上） 88 92 93 91 

総人口（b） 136,045 135,595 134,937 134,343 

対総人口比（ａ/ｂ） 0.63％ 0.65％ 0.67％ 0.67％ 

  

 

図表 9 精神障害者保健福祉手帳所持者数及び通院公費負担受給者数の推移 

                                 （単位：人）     

手帳所持者  平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

17歳以下 1 0 1 1 

18歳以上 62 67 81 91 

40歳以上 119 154 214 271 

65歳以上 15 16 27 39 

計 197 237 323 402 

 通院公費受給者  

17歳以下 25 28 40 36 

18歳以上 249 259 270 274 

40歳以上 529 562 606 598 

65歳以上 132 128 144 138 

計 935 977 1,060 1,046 

 資料：市障害者福祉課調べ ※各年３月31日現在 

資料：市障害者福祉課調べ※各年３月 31 日現在

資料：市障害者福祉課調べ ※各年３月 31 日現在 
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（２）障害のある人の等級別人数の推移 

障害のある人を等級別にみていくと、身体障害では、平成18年３月31日現在、「1級」

が1,740人、「２級」が1,185人であり、両者を合わせると、“重度者”が44.3％までを

占めます。 

経年変化をみても、平成14、15年は43％台であったものが平成16年以降、44％を上

回る状況で推移しています。 

知的障害の場合には、平成１８年３月31日現在、最重度、重度である「A」が392人で

全体の43.5％、中度、軽度の「B」が510人で全体の56.5％という構成となっており、直

近の5年間ではほぼ同様の構成比で推移しています。 
 

図表 10 身体障害者数及び知的障害数の等級別の推移 

   （単位：人) 

 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

１級 1,590 1,624 1,708 1,697 1,740

２級 1,256 1,279 1,298 1,235 1,185

３級 985 992 1,006 977 951

４級 1,271 1,290 1,326 1,320 1,303

５級 863 877 890 851 847

身体障害者（児） 

６級 586 590 601 570 576

総 数 6,551 6,652 6,829 6,650 6,602

Ａ 362 373 380 391 392知的障害者（児） 

Ｂ 471 489 497 509 510

総 数 833 862 877 900 902

 

 

（３）身体障害のある人の部位別構成  

身体障害のある人の部位別構成をみると、平成18年３月31日現在、「肢体不自由」が最

も多く総数6,602人のうちの6割ほどに当たる3,925人に上ります。 

次いで、「内部障害」が1,352人で全体の20.5％、「視覚障害」が674人で10.２％、

「聴覚（平衡機能）障害」が581人で8.8％、「音声言語障害」が70人で1.1％という状況

です。 

過去５か年の経年変化をみても、「内部障害」がやや増加傾向にありますが、その他はほ

ぼ同様の構成比で推移しています。 
 
 
 

※各年３月31日現在 資料：市障害者福祉課調べ
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図表 11 身体障害のある人の部位別構成の推移 

（単位：人）     

 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

（４）施設入所者の状況  

施設入所者の状況を施設別にみると、身体障害では、平成18年３月31日現在、身体障害

者療護施設の入所者が50人、授産施設の入所者が21人という状況です。 

 

図表 12 身体障害者施設別の入所者数の推移 

（単位：人）      
施設区分 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

身体障害者療護施設 49 49 52 50 

身体障害者授産施設 23 22 20 21 
計 72 71 72 71 

 

知的障害では、「知的障害者更生施設」の入所者数が平成18年３月31日現在で164人、

「知的障害者授産施設」の入所者数が23人という状況です。 

 

図表 13 知的障害者施設別の入所者数の推移 

（単位：人）      

 
 
 
 
 
 

 

また、精神障害のある人のグループホームの入所者は、平成18年３月31日現在で６人と

なっています。 

 

    施設区分 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

知的障害者更生施設 168 155 159 164 

知的障害者授産施設 29 24 24 23 

計 197 179 183 187 

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

視覚障害 775 763 746 699 674

聴覚（平衡機能）障害 594 589 594 571 581

音声言語障害 70 75 75 69 70

肢体不自由 3,921 3,988 4,071 3,954 3,925

内部障害 1,191 1,237 1,343 1,357 1,352

総　　数 6,551 6,652 6,829 6,650 6,602

資料：市障害者福祉課調べ 

資料：市障害者福祉課調べ 

資料：市障害者福祉課調べ 

※各年３月31日現在 

※各年３月31日現在 

※各年３月31日現在 
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２．支援費制度の利用状況 

（１）支援費制度の概要 

平成15 年４月から支援費制度が導入され、それまでの「措置制度」（行政がサービス内

容や提供する事業者を決定する考え方）から利用者の「選択と自己責任」のもとサービスを

自らが選択し、事業者との契約により利用する方法へ変わりました。 

支援費制度により利用できるサービスは、下表のとおりであり、障害児を含む身体障害、

知的障害に限定されていました。 

 

図表 14 支援費制度による提供サービス 

区 分 身体障害者 知的障害者 障害児 

 

 

居宅ｻｰﾋﾞｽ 

 

 

 

○身体障害者居宅介護 

（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ） 

○身体障害者デイサービス 

○身体障害者短期入所 

（ショートステイ） 

 

○知的障害者居宅介護 

（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ） 

○知的障害者デイサービス 

○知的障害者短期入所 

（ショートステイ） 

○知的障害者地域生活援助

（グループホーム） 

○児童居宅介護 

（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ） 

○児童デイサービス 

○児童短期入所 

 （ショートステイ）

 

 

 

施設ｻｰﾋﾞｽ 

○身体障害者更生施設 

○身体障害者療護施設 

○身体障害者授産施設 

○知的障害者更生施設 

○知的障害者授産施設 

○知的障害者通勤寮 

なし 

 

（２）唐津市における支援費制度の利用状況 

直近での支援費制度による主なサービスの利用状況をみると、下表のとおりであり、全体

として利用者数は固定化、もしくは微増していますが、逆に一部サービスでは利用者の減少

傾向も見受けられます。 

こうした中、障害児短期入所事業の利用は堅調な伸びが見られます。 
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図表 15 支援費サービス利用実績 

（単位：人） 

 事 業 名 平成17年 平成18年 

１ 身体障害者更生援護施設支援 75 71 

２ 身体障害者介護型デイサービス 31 32 

３ 在宅重度身体障害者短期入所 13 12 

４ 障害児短期入所事業 40 46 

５ 知的障害者支援 245 256 

６ 知的障害者短期入所事業 12 11 

７ 知的障害者デイサービス事業 23 21 

８ 知的障害者通勤寮入所事業 8 8 

９ 進行性筋萎縮症療養等給付 1 1 

10 身体障害者家庭奉仕員派遣事業 46 48 

11 精神障害者家庭奉仕員派遣事業 2 3 

12 知的障害者地域生活援助事業 25 35 

13 精神障害者グループホーム運営事業 8 5 

※数値は、各年4月現在。ただし、平成17年は合併前の旧市町村分の合計値。 

 

３．アンケート調査結果にみる障害のある人のサービス利用ニーズ 

今回の計画策定に先立って実施した「唐津市障害者計画策定のためのアンケート調査」（以

下、「アンケート調査」という。）の結果から、制度改革に伴う新体系サービスの利用ニー

ズをみると、次のとおりの結果です。 

【現在利用しており、今後も引き続き利用したいサービス】と【現在は利用していないが

今後は利用したい】を合わせた潜在的な利用ニーズについて、身体障害のある人では、「居

宅介護」（28.9％）、「住宅改修費助成」（20.1％）、「相談支援」（18.1％）、「補そ

う具給付等」（17.6％）、「機能訓練」（14.1％）などとなっています。 

知的障害のある人では、「生活訓練」「相談支援」（各31.2％）が最も多いほか、「短

期入所」（29.3％）、「居宅介護」（25.5％）、「共同生活援助」「地域活動支援センタ

ー」「施設入所」（各22.3％）などとなっています。 

精神障害のある人では、「生活訓練」（35.5％）、「相談支援」（32.9％）、「就労移

行支援」（27.6％）、「居宅介護」（25.0％）、「共同生活援助」（22.4％）などとなっ

ています。 
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図表 16 アンケート結果にみる新体系サービスの利用ニーズ 

（身体障害のある人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※平成18年度「障害者計画策定のためのアンケート調査結果報告書」Ｐ30 
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（知的障害のある人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※平成18年度「障害者計画策定のためのアンケート調査結果報告書」Ｐ32 
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第４章 計画の基本課題 
 

障害者自立支援法による制度改革の内容やアンケート調査結果にみる新体系サービスの

利用ニーズ、あるいは関係団体や関係施設のインタビュー調査結果等から、この計画の基本

課題を次のとおり設定します。 

 

① 相談支援体制や権利擁護の支援体制の充実 

障害のある人に必要な支援は、障害の種類や程度、生活状況などによって異なります。一

人ひとりが必要なサービスを的確に利用できるよう、福祉、保健・医療、教育をはじめとし

た様々な情報を集約し、様々な相談に対応できる体制が必要となります。 

障害の種類に関わらず、身近な場所で相談できるよう、市や県の関係機関、施設・事業者

などの専門機関、あるいは必要に応じて介護保険事業との連携をより一層深め、相談支援体

制の強化を図る必要があります。 

また、権利擁護をはじめ、生活全般の相談、援助ができるよう、総合的な支援体制づくり

が必要となります。 

 

② 地域での自立した暮らしを支援する新体系サービスへの円滑な移行 

障害のある人が住み慣れた地域で自立して暮らすためには、利用者である障害のある人の

視点に立って、必要なサービスが利用できるよう、福祉、保健・医療サービスの質・量の拡

充やコミュニケーション手段の確保を保障する必要があります。 

特に、家族介護者の高齢化が進み、親亡き後も障害のある人が住み慣れた地域で自立して

暮らし続けられるよう、グループホームなどの住まいや就労を含めて日中に活動できる場を

確保する必要があります。また、施設に入所（入院）している障害のある人も地域で暮らす

ことができるよう施策を検討する必要があります。 

 

・障害福祉サービス（障害者自立支援法）への円滑な移行 

・地域生活支援事業の実施 

・グループホーム等、住まいの整備支援 

・専門職等人材の育成確保と資質の向上 

・医療的配慮が必要な人への支援 等 
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③ 就労支援の強化 

障害のある人にとって働くということは、経済的な基盤づくりであるとともに、労働を通じ

て喜びや生きがいなどを見出したり、社会参加、社会貢献などの自己実現を図ったりするなど、

経済的、社会的な自立を支える重要な柱です。 

また、障害のある子どもが学校を卒業する場合、それぞれの希望に応じた進路選択ができ

るよう、福祉、教育、労働等の各分野の連携をより一層強化する必要があります。 

このため、新体系サービスにもとづき、能力と適性に応じて可能な限り就労し、継続できる

ようサービスの充実に努めるとともに、障害のある人の一般就労を支援促進するため、行政の

関係部署はもとより、ハローワーク（公共職業安定所）や産業団体（商工会議所）、一般事業

所等とのネットワークづくりに取り組む必要があります。 

 

④ 精神障害のある人に対する支援の充実 

精神障害のある人に対しては、支援費制度の対象外であったことなど、福祉サービスの利

用が一部に限られている状況がありました。 

今後、地域の中で必要な支援を受けながら自立して暮らしていけるような総合的な施策展

開が必要となります。 

精神障害のある人に対しては、社会の偏見を取り除くとともに、精神障害のある人の社会

復帰を図るため、保健・医療・福祉、教育・労働・住宅など関係機関の連携を確保し、障害

者自立支援法にもとづく新体系サービスが利用できるよう提供基盤の整備とともに、市民の

意識啓発を図っていくことが必要になっています。 
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第５章 障害福祉サービス基盤整備の基本方針 
 

１．障害福祉サービスの整備目標設定の基本的考え方 

平成23年度に向けた、障害福祉サービスの整備については、国の「基本方針」の中に次

のような考え方が示されています。 

本市においてもこの国の基本的な考え方に立って、平成23年度の目標を設定するものと

します。 

 

図表 17 障害福祉サービスの整備に関する全体目標 

① 平成23年度末までに、「現在の入所施設入所者の１割以上が地域生活に移行」 

（平成23年度末時点の施設入所者数を現在から７％以上削減） 

② 平成24年度までに、精神科病院入院患者のうち「退院可能精神障害者」を地域生活へ

移行 

③ 平成23年度中に福祉施設から一般就労に移行する者を現在の４倍以上にする 

就労継続支援利用者のうち３割はA型（雇用型）へ 

 

２．平成23年度における本市の障害福祉サービスの整備目標 

国の「基本方針」に基づき、平成23年度に向けた障害福祉サービスの整備目標を次のよ

うに定めます。 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

地域生活への移行を進める観点から、入所施設を退所し、生活介護及び自立訓練などの日

中活動系サービスや居宅介護等の訪問系サービスを利用しながらグループホームやケアホ

ーム、一般住宅で暮らす人数、すなわち、入所施設から平成23年度末において地域生活へ

移行する人数の目標を次のように設定します。 

数値目標の設定については、国の基本方針に示されるように、 

①現在の入所施設入所者数の１割以上を地域生活へ移行させる。 

②今後の新たな施設入所者数も勘案し、平成23年に実質的な施設入所者数を現入所者

数の７％以上減少させる。 



 

23 

ことを基本として設定しています。 

 

図表 18 平成23年度末における施設入所者数の目標 

項 目 目 標 備 考 

入所者数 ２５３人 平成17年10月1日現在の法定施設（※）入所者数 

【目標値】  

地域生活移行者数  

２６人

(10.3％)

施設入所からグループホーム、ケアホーム等

へ移行する者の数  

【目標値】  

削減見込  

１８人

(7.1％) 差引減少見込数  

※法定施設： 

・身体障害者 － 更生施設、療護施設、授産施設 

・知的障害者 － 更生施設、授産施設  

・精神障害者 － 生活訓練施設（援護寮）、授産施設  

 

（２）「退院可能精神障害者」の地域生活への移行  

平成24年度までに「受け入れ条件が整えば退院可能精神障害者」として想定される61人

が退院することをめざし目標値を設定します。 

このため、目標年度となる23年度末の目標値については、グループホーム及びケアホー

ム、日中活動系サービス、居宅介護など、退院後の生活を支える受け入れ条件等の整備をめ

ざします。 

 

図表 19 平成23年度末における退院可能精神障害者の地域移行の目標 

項 目  数値目標  備 考  

「退院可能精神障害者」数 ６１人 

【目標値】 

減少数  
５１人 平成23年度末までに減少をめざす人数  

※ 県から提示された退院可能精神障害者数  



 

24 

 

（３）福祉施設利用者の一般就労への移行  

福祉施設利用者のうち就労移行支援などを通じて一般就労に移行する人の平成23年度の

目標については、「現行の４倍以上」という考え方が国の策定方針に示されていることをふ

まえ、本市の平成17年度での実績が１人ですが、平成23年度の目標を「９人」とします。 

 

図表 20 平成23年度における福祉施設利用者の一般就労移行の数値目標 

項 目  数値目標 備 考  

年間一般就労移行者数  １人 
平成17年度において福祉施設を退所し、一般

就労した人数 

【目標値】  

平成23年度の 

年間一般就労移行者数 

９人 
平成23年度において福祉施設を退所し、一般

就労する人の見込み数 
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第６章 障害福祉サービス及び相談支援の見込量と確保のための方策 
 

１．基本的考え方 

障害者自立支援法による新体系サービスは、大きく「自立支援給付」と市町村の実情に応

じた「地域生活支援事業」に区分されます。 

ここでは、このうち、自立支援給付（補装具と自立支援医療を除く）に含まれる各サービ

スの第１期における整備目標を、国の「基本方針」に沿って、原則として次のような考え方

から設定します。 

 

 

なお、自立支援給付のうち、訪問系サービスを除く日中活動系サービスと居住系サービス

の平成23年度までの各年度における利用者数の推計は、国の「算出の考え方」を参考に、

施設の新体系移行状況等を踏まえ設定します。 

図表 21 障害福祉サービスの整備目標の基本的考え方 
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及
び
サ
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ビ
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の
推
計 

施設・事業者の新体系サ

ービスへの移行希望 

訪問系サービス
の見込み量 

新体系サービス別にみた平成23年度までの各

年度の利用者数の推計 

支援費サービス利用実績の分析 

アンケートによる利用

ニーズ 

※平成17年10月現在の支援費 

サービス利用実績データ 
県「事業者移行希望調査」の結

果や「退院可能精神障害者数」 

利
用
実
績
等
分
析

国の「算出の考え方」による日中活動系・

居住系サービスごとの利用者の推計 

利用実績に基づくサービス別の

１人当たり月間の利用量の算出 

＜各サービスの見込量設定の算出方法＞ 

各年度におけるサービス利用者（見込み）×実績値に基づく1人当たり月間利用量 
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２．第１期における障害福祉サービス等の見込量 

（１）訪問系サービスの目標量 

訪問系サービスは、障害者自立支援法の施行により、「居宅介護」（ホームヘルプ）のほ

か、重度の障害のある人に配慮して創設された「重度訪問介護」、「重度障害者等包括支援」、

「行動援護」の４つのサービスからなる訪問系サービスへ移行しています。 

 

図表 22 訪問系サービスの種類と内容 

①居宅介護 入浴、排せつ、食事の介護など、在宅生活における介護サービスを

行う。 

②重度訪問介護 
常に介護を必要とする重度の肢体不自由者に対し、入浴、排せつ、

食事の介護、外出の介護などを総合的に行う。 

③重度障害者等

包括支援 

常に介護を必要とする方であって、その必要度が著しく高い方に対

し、居宅介護などの障害福祉サービスを包括的に提供する。 

④行動援護 

著しい行動障害を有する知的障害者(児)、精神障害者で、常に介護

を必要とする方に対し、外出の介護、危険回避のための援護などの

支援を行う。 

図表 23 支援費制度から新体系への移行（訪問系サービス） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※支援費制度のホームヘルプは居宅介護、重度訪問介護、行動援護、地域生活支援事業の移動支援へ移行。 

（地域生活支援事業へ）

支援費制度 

平成18年4月 平成18年10月 平成24年3月

居宅介護 
○身体介護 

○家事援助 

  

 

 
 ○日常生活支援 

 

 ○移動介護 

 

居宅介護 

○身体介護 

○家事援助 

 

 

外出介護 

行動援護 

居宅介護 

○身体介護 

○通院介助 

○家事援助 

重度訪問介護 

移動支援

行動援護 

重度障害者等包括支援 

（重度者への配慮）

障害者自立支援法施行 

（地域生活支援事業へ）

支援費制度 

居宅介護 
○身体介護 

○家事援助 

 ○日常生活支援 

 

 
 ○外出介護 

 

 ○行動援護 

 

居宅介護 

○身体介護 

○家事援助 

○日常生活支援 

 

 

○外出介護 

行動援護 

居宅介護 

○身体介護 

○通院介助 

○家事援助 

重度訪問介護 

移動支援

行動援護 

重度障害者等包括支援 

（重度者への配慮）

障害者自立支援法施行 
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訪問系サービスは、「重度訪問介護」や「重度障害者等包括支援」など重度障害者に配慮

したサービスが新設されていることから、その目標設定については、支援費制度等に基づく

ホームヘルプサービスの利用者数を基礎として全体の目標量を設定することができると国

の基本方針では示されています。 

これをふまえ、平成17年10月における利用実績を基本に、過去の伸び率や利用ニーズを

勘案しながら平成18年度から平成23年までの利用人数を推計し、それぞれに１か月当たり

の利用時間数を乗じて第１期におけるサービス見込量（１月当たり）を次のとおり設定しま

す。 

図表 24 訪問系サービスの見込量（1月当たり） 

区  分 18年度 19年度 20年度 23年度 

ｻｰﾋﾞｽ見込量 時間/月 1,556 1,702 2,067 3,499 

 

 （２）日中活動系サービスの目標量 

日中活動系サービスには、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就

労移行支援、就労継続支援（Ａ型）、就労継続支援（Ｂ型）、療養介護、児童デイサービス、

短期入所（ショートステイ）のサービスがあります。 

 

図表 25 日中活動系サービスの種類と内容 

①生活介護 常に介護を必要とする人を対象とし、主に昼間に入浴や排せつ、

食事の介護、創作活動又は生産活動の機会を提供。 

②自立訓練 

（機能訓練） 

（生活訓練） 

自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、定めら

れた期間、身体機能や生活能力向上のために必要な訓練等を行

う。 

③就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人が対象であり、定められた期

間、就労に必要な知識や能力の向上のために必要な訓練を行う。 

④就労継続支援

（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等への就労が困難な人が対象であり、働く場を提供す

るとともに、必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等

を行う。 

 

 



 

28 

 

⑤療養介護 医療と常に介護を必要とする人が対象であり、医療機関での機

能訓練や療養上の管理、看護、医学的管理の下での介護や日常

生活の世話を行う。 

⑥児童デイサービス 障害のある児童が対象であり、日常生活における基本的な動作

の指導、集団生活への適応訓練等を行う。 

⑦短期入所 

（ショートステイ） 

介護者が病気の場合等の理由により、夜間も含め施設で入浴や

排せつ、食事の介護等を行う。 

 

図表 26 支援費制度から新体系への移行（日中活動系サービス） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

支援費制度 障害者自立支援法施行 
生活介護 

自立訓練 
 ○機能訓練 

 ○生活訓練 

就労移行支援 

地域活動支援センター 

 （経過的デイサービス） 

児童デイサービス 児童デイサービス 

短期入所（ショートステイ） 
短期入所

宿泊利用

日中一時支援 日中利用

（地域生活支援事業へ） 

障害者デイサービス 

  ○身体障害者デイサービス 

  ○知的障害者デイサービス 

入所・通所施設 
   ○更生施設 
  ○療護施設 
  ○授産施設 

小規模作業所   等

（地域生活支援事業へ）

平成18年4月 平成18年10月 平成24年3月

就労継続支援 
 ○Ａ型 

 ○Ｂ型 
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日中活動系サービスの見込量は、平成17年10月時点の施設利用者数をもとに国の考え方

に沿って利用見込み者数を推計し、これに施設の新体系サービスへの移行予定時期を勘案し

ながら、標準的な１月当たりの利用日数を乗じ、平成23年度までの各年度の見込量を算出

しています。 

図表 27 日中活動系サービスの見込量（1月当たり） 

区 分 18年度  19年度  20年度  23年度  

生活介護 人日  770 880 1,518 5,632 

自立訓練  

（機能訓練） 
人日 0 0 22 22 

自立訓練  

（生活訓練） 
人日  0 0 110 374 

就労移行支援  人日 44 44 308 814 

就労継続支援 

（Ａ型） 
人日  0 0 0 44 

就労継続支援  

（Ｂ型） 
人日 66 88 242 1,760 

療養介護 人 1 1 1 40 

児童ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 人日  103 112 123 162 

短期入所 人日 246 272 299 398 

 
 
 



 

30 

（３）居住系サービスの目標量  

居住系サービスには、「共同生活援助（グループホーム）」、「共同生活介護（ケアホー

ム）」、「施設入所支援」のサービスがあります。 
 

  

 

 

 

 

居住系サービスの見込量については、目標量の単位は利用人数となっており、平成17年

10月時点の施設利用者数をもとに国から提示された「算出の考え方」で推計し、これに施

設の新体系サービスへの移行予定時期を勘案し、平成18年度から平成23年度までの各年度

の利用見込み者数を算出しています。 
 

図表 28 居住系サービスの見込量（1月当たり） 

区  分 18年度  19年度  20年度  23年度  

共同生活援助 

共同生活介護 
人  43 45 52 77 

施設入所支援 人  2 2 39 235 

 

（４）サービス利用計画作成事業（相談支援）の目標量  

サービス利用計画作成事業（相談支援）は、障害福祉サービス（施設入所支援、自立訓練、

グループホーム、ケアホーム及び重度障害者等包括支援を除く）の利用が見込まれる人のう

ち、自ら福祉サービスの利用に関する調整が困難な障害のある人を対象としサービス利用に

かかる計画作成や利用調整などを行うもので、全利用者の１割が相談支援を利用すると見込

んでいます。 

図表 29 サービス利用計画作成事業（相談支援）の見込量（1月当たり） 

区 分  18年度  19年度  20年度  23年度  

サービス利用計画作

成事業（相談支援） 
人  0 11 12 19 

①共同生活援助（グループホーム） 

夜間や休日に共同生活を営む住居で、相談その他日常生活の援助を行う。 

②共同生活介護（ケアホーム）  

夜間や休日に共同生活を営む住居で、入浴や排せつ、食事の介護等を行う。 

③施設入所支援  

施設入所者に対して主に夜間に提供される、入浴、排せつ、食事の介護等のサ
ービスを提供する。 
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３．見込量の確保のための方策  

（１）訪問系サービス  

①サービス提供事業者に対し、今後新たなサービス利用が見込まれる精神障害のある人

（退院可能障害者）や重度障害者などへのサービス提供を働きかけていきます。 

②また、新規需要を的確に把握しながら適切なサービスを提供できるよう、専門的人材

の確保及びその質的向上をサービス提供事業者に対し働きかけていきます。 

（２）日中活動系サービス 

①障害のある人やその家族介助者の日常生活を支える上で重要となる生活介護や自立訓

練、療養介護、児童デイサービス、短期入所といったサービスの必要量が確保できる

よう、新体系サービスへの円滑な移行を促進します。 

②「障害のある人の一般就労の促進」という目標を実現するため、旧体系施設や小規模

作業所などからの新体系サービスの「就労移行支援」や「就労継続支援」への移行を

促進し、提供量の確保に努めます。 

③公共職業安定所（ハローワーク）などとの連携強化によって、企業・事業所に対する

啓発や制度周知を図り、職場適応援助者（ジョブコーチ）制度の活用、インターンシ

ップ、トライアル雇用制度の活用などを通じた一般就労機会の拡充を促進するととも

に、雇用情報に関する効果的な提供に努めます。 

④就労移行支援などを通じて一般就労をめざしたものの、達成できなかった障害のある

人に対して、再チャレンジのための継続的な相談支援体制を整備します。 

（３）居住系サービス  

障害の程度や社会適応能力などに応じて居住形態を可能な限り幅広く選択できるよう、グ

ループホームやケアホームの整備を働きかけるとともに、施設整備に対する地域の理解と協

力を求める啓発事業を進めます。 

（４）サービス利用計画作成事業（相談支援）  

自ら福祉サービスの利用に関する調整が困難な障害のある人が適切にサービスを利用で

きるよう、地域生活支援事業の相談支援事業と一体的に総合的なケアマネジメントの実施に

努め、サービス利用計画の作成や利用に関する連絡調整を行います。 
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第７章 地域生活支援事業の見込量と確保のための方策 
 

１．第１期における事業内容 

（１）相談支援事業  

相談支援事業は、障害のある人やその家族介助者などからの相談に応じ、必要な情報の提

供や援助を行い、自立した日常生活の支援を目的とする事業です。 

本市では、庁舎内に相談窓口を設置し、障害の特性に応じた相談に対応できるよう、障害

のある人などからのあらゆる相談に応じるとともに、必要な情報の提供や権利擁護のための

援助を行うこととします。なお、相談支援事業の実施に際しては、「北部地域自立支援協議

会」により関係機関等との連携を図ります。 

また、障害があるために自己での適切な判断が困難な人に対して財産管理等を行う成年後

見制度に関し、平成18年度までの利用実績はありませんが、障害福祉サービスが契約制度

に変わり、また、制度の対象も拡大されたことなどから、今後、利用が徐々に増加していく

ことが見込まれます。 

このため、成年後見制度の利用を支援する成年後見制度利用支援事業を関係施設との調整

を図り、実施します。 

図表 30 相談支援事業の見込量 

区 分  18年度 19年度 20年度  23年度 

①障害者相談支援事業  箇所 1 1 1 1

②地域自立支援協議会 箇所 北部地域自立支援協議会として設置・運営 

③成年後見制度利用支援事業 件/年 0 1 2 3

   ※平成18年度は10月以降の半年分。 

（２）コミュニケーション支援事業  

聴覚、言語機能、音声機能や視覚障害により意思疎通が困難な障害のある人の自立した生

活や社会参加を支援するため、意思疎通を仲介する手話奉仕員等の派遣等を行い、意思疎通

の円滑化を図ります。 



 

33 

 

利用見込量については、本庁での手続きの支援など、コミュニケーション支援センター（手

話通訳設置事業）での利用増とともに、手話・要約筆記奉仕員派遣の利用を見込み、１か月

あたりの見込量を次のとおり設定します。 

 

図表 31 コミュニケーション支援事業の見込量 

区 分  18年度 19年度 20年度  23年度 

コミュニケーション支援事業  人・回/月 38 39 41 43

    ※平成18年度は10月以降の半年分。これまでの利用実績をもとに、現行水準を確保できるよう設定。 

 

（３）日常生活用具給付等事業  

本事業は、在宅の重度障害のある人に対し、以下のような日常生活用具を給付することに

より、日常生活の便宜を図り、その福祉の増進に資することを目的とします。 

① 介護・訓練支援用具 

特殊寝台や特殊マットなどの、障害のある人の身体介護を支援する用具や、障害の

ある児童が訓練に用いるいすなどであって、利用者及び介助者が容易に使用でき、実

用性のあるもの。 

② 自立生活支援用具 

入浴補助用具や聴覚障害者用屋内信号装置などの、障害者（児）の入浴、食事、移

動などの自立生活を支援する用具であって、利用者が容易に使用でき、実用性のある

もの。 

③ 在宅療養等支援用具 

電気式たん吸引器や盲人用体温計などの、障害者（児）の在宅療養等を支援する用

具であって、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。 

④ 情報・意思疎通支援用具 

点字器や人工喉頭などの、障害者（児）の情報収集、情報伝達や意思疎通等を支援

する用具であって、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。 



 

34 

 

⑤ 排泄管理支援用具  

ストマ用装具などの障害者（児）の排泄管理を支援する衛生用品であって、利用者

が容易に使用でき、実用性のあるもの。 

⑥ 居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 

障害者（児）の居宅生活動作等を円滑にする用具で、設置に小規模な住宅改修を伴

うもの。 
 

これらの利用見込量は、これまでの利用実績を基本とし、特に、ストマ用装具の利用の伸

びを勘案し、次のとおり設定します。 

 

図表 32 日常生活用具給付等事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

①介護訓練支援用具 件/年 6 10 11 13

②自立生活支援用具 件/年 6 16 16 17

③在宅療養等支援用具 件/年 8 19 19 20

④情報・意志疎通支援用具 件/年 7 16 16 18

⑤排泄管理支援用具 件/月 148 154 160 178

⑥住宅改修費 件/年 5 8 8 10

※平成18年度は10月以降の半年分。 

（４）移動支援事業  

移動支援事業は、屋外での移動に困難がある障害のある人について、外出のための支援を

行うことにより、地域での自立生活及び社会参加を促すことを目的とする事業で、平成18

年10月から実施しています。 

見込量については、継続利用者に加え、社会参加や買い物などを目的とした新規利用者、

さらに平成19年度以降は、保護者の病気や出産などの理由から一時的に通学ができなくな

った人などの利用増を見込み、次のように設定します。 
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図表 33 移動支援事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度 23年度 

移動支援事業 
利用決定

人数 
7 25 35 50 

※平成18年度は10月以降の半年分。 

（５）地域活動支援センター事業  

地域活動支援センターは、障害のある人の地域での自立生活を支援するため、創作的活

動・生産活動の機会の提供や総合的な相談支援など、日中活動の拠点となるものであり、利

用人数の規模や職員配置により類型化されています。 
 

① 「基礎的事業」：創作的活動、生産活動、社会との交流の促進等の事業を実施。 

② ①に加え、事業の機能を強化するために下記の事業を実施する場合、その内容に応じ 

Ⅰ型～Ⅲ型までの類型を設定。 

（Ⅰ型）相談事業や専門職員（精神保健福祉士等）の配置による福祉及び地域の社会

基盤との連携強化、地域住民ボランティア育成、普及啓発等の事業を実施。 

（Ⅱ型）機能訓練、社会適応訓練等、自立と生きがいを高めるための事業を実施。 

（Ⅲ型）運営年数及び実利用人員が一定数以上の小規模作業所の支援を充実。 

 

本市では、現行のデイサービスからの移行や知的・身体・精神の各作業所からの移行を促

進し、平成18年度では、Ⅱ型、Ⅲ型各１箇所、平成19年度ではこれにⅢ型１箇所、基礎的

事業１箇所を加え実施していくものとします。なお、基礎的事業については、平成22年度

よりⅢ型へ移行することをめざします。 

図表 34 地域活動支援センター事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

人・日/月 60 66 73 96地域活動支援ｾﾝﾀｰ 

（Ⅱ型） 
箇所数 1 1 1 1

人・日/月 190 440 480 760
地域活動支援ｾﾝﾀｰ 
（Ⅲ型） 

箇所数 1 2 2 3

人・日/月 ― 210 240 0地域活動支援ｾﾝﾀｰ 

（基礎的事業） 
箇所数 ― 1 1 0
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※平成18年度は10月以降の半年分。 
Ⅱ型：職員３名以上（１名専任、かつ1名以上が常勤）。１日当たりの実利用人員が概ね１５名以上。 

Ⅲ型：職員２名以上（１名専任、かつ1名以上が常勤）。１日当たりの実利用人員が概ね１０名以上。作業所実績

５年以上。 

基礎的事業：職員２名以上（１名専任）。 

（６）任意事業  

① 訪問入浴サービス 

訪問入浴サービスは、家庭において入浴が困難な障害のある人に対し訪問入浴車を運行し、

入浴サービスを実施するものです。 

利用対象となる人は、身体上の理由で自宅での入浴が困難であること、生活介護での入浴

も困難であるなどの利用要件があり、また、居宅介護における身体介護でホームヘルパーに

よる入浴介助があるため、利用者は横ばい状態で推移するものと見込まれることから、利用

見込量を次のように設定します。 
 

図表 35 訪問入浴サービスの見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

訪問入浴サービス 人・回/月 70 70 70 70

 

② 日中一時支援事業 

日中一時支援事業は、従来の日中短期入所やレスパイト事業に当たるもので、平成18年

度ではほとんどがレスパイト事業を利用していた障害のある児童となっています。 

しかし、障害者自立支援法では、障害のある児童だけでなく障害のある人も利用が可能で

あり、今後、利用増が見込まれることから、利用見込量を以下のように設定します。 

 

図表 36 日中一時支援事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

日中一時支援事業 人・回/月 410 461 488 534
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③ 福祉ホーム事業 

福祉ホーム事業は、従来の身体障害者福祉ホーム、知的障害者福祉ホーム、精神障害者福

祉ホーム（一部）が移行したものです。 

これまでの福祉ホームが共同生活介護（ケアホーム）や共同生活援助（グループホーム）

へ今後、移行していく中、利用対象者は限られてくるものと考えられますが、アンケート調

査結果では利用希望者が若干あるため、微増となるものとし、次のように利用見込量を設定

します。 

図表 37 福祉ホーム事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

福祉ホーム事業 人/月 4 6 8 10

 

④ 奉仕員養成研修事業 

社会参加促進事業として体系づけられる事業のうち、「奉仕員養成研修事業」については、

これまでに実施されている手話通訳教室や要約筆記、点訳教室を継続していくこととし、そ

の周知を図っていくことでそれぞれ増加することが見込まれることから、利用見込量を次の

ように設定します。 
 

図表 38 奉仕員養成研修事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

奉仕員養成研修事業 人・回/月 27 43 45 50

 

⑤ 点字・声の広報等発行事業 

視覚障害のある人に対し、市の行政情報などを的確かつ公平に伝達するため、「点字・声

の広報等発行事業」として継続します。 
 

図表 39 点字・声の広報等発行事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

点字・声の広報等発行

事業 （点 字） 
件/月 18 20 20 20

点字・声の広報等発行

事業 （声の広報） 
件/月 48 50 50 50
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⑥ 文化・芸術講座開催等事業 

障害のある人の社会参加を促進する事業の一貫として位置づけられている「文化・芸術講

座開催等事業」を通じて、障害者作品展等を支援します。 
 

図表 40 文化・芸術講座開催等事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

文化・芸術講座等開催

事業 
参加人数 149 164 180 240

 

⑦ スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 

毎年開催されている障害者体育大会のほか、盲人卓球教室など、障害のある人のスポー

ツ・レクリエーションへの参加機会を充実するため、「スポーツ・レクリエーション教室開

催等事業」を実施し、利用見込量を次のとおり設定します。 
 

図表 41 スポーツ・レクリエーション教室開催等事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

スポーツ・レクリエーシ

ョン教室開催等事業 
参加人数 40 520 550 650

注）平成18年度の利用見込量は10月以降の数値であり、9月開催の障害者体育大会が含まれ

ていない点を考慮する必要があります。 
 

⑧ 更生訓練費給付事業 

更生訓練費給付事業は、身体障害者更生援護施設に入所している障害のある人に対し、更

生訓練費を支給して社会復帰の促進を図る事業で、平成18年度では該当者が１名となって

います。 

事業の利用対象者は、生活保護もしくは生活保護に準じる人であり、入所施設も限定され

ていることから、利用見込量としては今後とも横ばいで推移するものと設定します。 
 

図表 42 更生訓練費給付事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

更生訓練費給付事業 人/月 1 1 1 １
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⑨ 自動車運転免許取得費助成事業、自動車改造費助成事業 

障害のある人が就労等など社会参加や自立更生のために、自動車運転免許を取得する必要

がある場合、その費用を助成する事業で、従来、県事業として実施されていたものが市町村

へ委譲されたものです。 

また、自動車改造費助成事業は、重度の障害のある人の社会復帰・社会参加を促進するた

め、就労などにより、自らが所有し運転する自動車について、操向装置等の一部を改造する

必要がある人に対し、その費用を助成するもので、今後ともほぼ横ばいで推移するものと見

込まれます。 

図表 43 自動車運転免許取得費助成事業の見込量  

区  分  18年度 19年度 20年度  23年度 

自動車運転免許取得

費助成事業 
件/年 0 2 3 4

自動車改造費助成事

業 
件/年 2 4 4 4

 
 

２．地域生活支援事業の見込量確保のための方策 

（１）相談支援事業  

①障害のある人や家族などからの相談に応じて、必要な情報や助言を提供するため、庁舎内に

相談窓口を確保します。  

②障害のある人やその家族介助者などが身近で気軽に相談できるよう、社会福祉協議会などの

関係団体、あるいは各種相談員制度などとのネットワーク化を図るとともに、情報の共有

化に努めます。 

③北部地域自立支援協議会を通じて関係機関や事業者などとの連携強化に努め、相談支援事業

の効果的な実施を図ります。 

（２）コミュニケーション支援事業  

①障害者福祉会館の主催により、地域における手話通訳者や要約筆記者の養成に努め、コミュ

ニケーション支援センターによるサービスの提供体制を整えます。  

②障害のある人に対し、事業の周知を図り、コミュニケーション支援センターによるサービス

の利用を促進します。  

③コミュニケーション支援センター・支所間にテレビ電話の導入を検討します。 
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（３）日常生活用具給付等事業  

①障害のある人が安定した日常生活を送るため、事業の周知を図るとともに、障害の特性に合

わせた適切な日常生活用具の給付に努めます。 

②各種団体への情報提供を充実し、事業の周知と利用促進を図ります。 

（４）移動支援事業  

①事業に関する情報提供を充実し、周知と利用促進を図ります。また、障害者団体への制度の

周知を図り、利用を促進します。 

②障害のある人の利用ニーズを把握し、適切なサービスを利用できるよう努めるとともに、事

業者での専門的人材の確保や質的向上を働きかけていきます。 

（５）地域活動支援センター  

①地域でのボランティア活動、実習生の受け入れ及び福祉イベントへの出品などを通じ、啓発

活動に努め、利用者の拡大を図ります。 

②障害の特性に合わせた活動の場の拡大及び活動内容の充実へ働きかけていきます。 

③事業に関する情報提供を充実し、周知と利用促進を図ります。 

（６）その他の任意事業 

①訪問入浴サービスについては、訪問入浴車の浴槽でないと自宅での入浴が困難な人が対象で

あることをふまえ、事業に関する情報提供を充実するとともに、ヘルパーなどからの情報

により対象者を的確に把握し、事業を推進します。 

②日中一時支援事業や福祉ホーム事業の実施に関し、関係施設などと連携しながら情報提供を

充実し、周知と利用促進を図っていきます。 

③奉仕員養成研修事業に関しては、視覚障害や聴覚障害のある人の情報伝達手段の仲介として

点訳や手話、要約筆記は重要な役割を果たすものであることをふまえ、広く市民に対する

当該事業に関する情報提供を充実し、周知と利用促進を図ります。 

④点字・声の広報等発行事業についても、多くの機会をとらえ、周知を図っていきます。 

⑤文化・芸術講座開催等事業に関し、市報や行政放送などにより周知を図るとともに、障害者

団体や特別支援学校との連携を密にし、参加促進を図ります。 

⑥スポーツ・レクリエーション教室開催等事業に関し、情報提供を充実し、周知と利用促進を

図ります。また、体育大会に関し、競技場所、種目など障害のある人が気軽に参加できる

よう配慮していきます。 
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⑦更生訓練費給付事業の対象者は、生活保護、もしくは生活保護に準じる人であって、入所施

も限定的であることから今後増加することは考えにくいですが、周知を図り、新規の利用

を促進していきます。 

⑧自動車運転免許取得費助成事業については、チラシを作成するなどの情報提供を充実し、周

知と利用促進を図ります。 

⑨自動車改造費助成に関し、チラシを作成し、公共職業安定所（ハローワーク）と連携しなが

ら制度の周知と利用促進を図ります。 
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 第８章 計画の推進 
 

１．制度の普及啓発  

この計画を推進し、障害者自立支援法が定める「障害者及び障害児がその有する能力及び

適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができる地域社会」の実現を図るた

めには、庁内はもとより、関係団体やサービス提供事業者、さらには広く市民各層の理解と

協力が不可欠です。 

このため、障害者自立支援法の趣旨や制度の内容、あるいはこの計画内容の周知を図って

いきます。 

２．人材の養成確保と資質向上 

計画に掲げる目標を達成するためには、サービス提供を行う人材の養成が不可欠であると

ともに、その資質向上を図って、質の高いサービスの提供を実現していく必要があります。 

障害者自立支援法の施行によって、サービス事業者には「サービス管理責任者」を、指定

相談支援事業者には「相談支援専門員」を配置することとされており、これらの従事者への

研修機会の充実を促進します。 

また、居宅介護従事者などの研修機会を充実し、重度訪問介護などの新たなサービスの提

供が行えるよう、県などと連携しながら人材の養成確保に取り組んでいきます。 

３．関係機関等の連携強化 

障害のある人の地域生活と自立を総合的に支援するため、市をはじめ、相談支援事業者、

障害者団体、社会福祉協議会、福祉サービス事業所、医師会、公共職業安定所、商工会議所、

教育委員会、特別支援学校（養護学校）及び県の関係機関（保健福祉事務所や教育事務所）

などから構成される「北部地域自立支援協議会」の設置・運営を通じて、中立・公平な相談

支援事業の実施のほか、地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善等を推進し、主

に次のような事項について相互調整を行うとともに、個別事例への適切な対応を図ります。 

① 委託相談支援事業者の運営評価に関すること。 

② 障害者の就労促進、地域生活支援に関すること。 

③ 地域の関係機関によるネットワークの構築に関すること。 

④ 地域の社会資源の開発、改善に関すること。 

⑤ 困難事例への対応のあり方に関すること。 
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また、地域における協働化の視点に立って、市や社会福祉協議会などの関係団体、ボラン

ティアやＮＰＯ団体、サービス提供事業者、企業などがそれぞれの役割を十分発揮できるよ

う相互の連携を密にし、計画推進のための総合的かつ効果的な体制づくりに努めます。 

 

図表 44 北部地域自立支援協議会の運営イメージ 
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（家庭訪問） 

市 総 合 相 談 窓 口 

協   議   会

• 総合相談窓口のあり方に関すること 
• 困難事例への対応のあり方に関すること 
• 就労促進、地域生活支援 
• ネットワーク構築 
• 社会資源の開発、改善 
• その他、地域課題の把握と解決    

(数ヶ月に１回) 

(毎月) 
 
 
･協議会･部会の準備 

･個別ケース検討会議の報

告整理 

･地域課題の洗い出し 

･新部会の設置検討 

･その他 

定 例 支 援 部 会 

個別ケース検討会議 
（障害福祉担当課主催） 

（事例報告） 

(随時)

相談内容の報告 

家庭訪問の要請等

協議会へ報告

･困難事例等への対応のあり方 

･ネットワーク構築 

･社会資源の開発、改善 

【市 障害者福祉課】 

相談の報告等を受けて、

関係機関を招集 

相 談 

 幹事会 
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４．計画の適切な進行管理  

この計画に定めたサービス見込量等の目標の達成状況を適切に点検・評価する仕組みを構

築するとともに、その結果の公表を図るなど、計画の進行管理に努めます。 


